　　　　　　　　　　　　子ども医療費助成制度について　　　　　　　　　　　平成２９年８月１日から適用　　　　　　　　　　　　　　
子ども医療費助成制度は，お子様が病院等で診療を受けた場合や保険薬局で薬を受け取った場合に，保険診療の範囲内で医療費の自己負担額の一部を助成する制度です。「受給券」と「健康保険証」を千葉県内の医療機関に提示すると，保険診療分の負担は300円（市民税所得割非課税世帯は無料）となります。
１　子ども医療費助成制度について（平成2８年8月1日～）
	対　　　象
	中学校3年修了前の子ども

	区　　　分
	通院・入院・調剤

	自己負担
	[image: image1.wmf]通院　　１回３0０円　　　　

入院　　１日３００円　　　　　　

調剤　　無料

	利用方法
	窓口で受給券と健康保険証を提示ください


２　子ども医療費助成を受けられる方

（１）館山市に住所のある中学校３年修了前の子どもの保護者
（２） 子どもの保護者の所得が所得制限限度額未満である方（所得制限の詳細については裏面をご参照ください。）
※平成２９年８月～平成３０年７月までの対象者は平成２９年度（平成２８年中）の所得で判定します。

３　手続　

（1） 必要書類
1 子ども医療費助成受給資格登録申請書
2 印鑑

3 健康保険証（子どもが加入しているもの）
4 マイナンバー確認書類（マイナンバーカード、通知カード　等）
5 平成２９年１月２日以降に館山市に転入した方，保護者の住所が市外にある方は，保護者（父母等）の平成２９年度所得・住民税証明書（※１）が必要となります。　
注：市民税・県民税徴収税額の決定通知書や源泉徴収票ではありません。

裏面に続く　⇒

（2） 助成の開始

出生，転入から1ヶ月以内に申請した場合は，出生，転入に遡って助成が受けられます。
1ヶ月を過ぎて申請をした場合は，申請日から助成対象となります。　　　　　　　　
（3） 受給券を使用しないで保険診療を受けたとき

お手元に受給券が届く前や，県外の医療機関で診療を受けた場合などは，後日申請すれば助成が受けられます。子ども医療費支給申請書に，医療費の内訳のわかる領収書，又は医療機関が証明する計算書を添付して申請ください。申請の際には，お子様の健康保険証と，保護者の印鑑と銀行の口座番号のわかるものをお持ちください。
（4） 　　※上記の申請を受ける際は，診療を受けた月の翌月の初日から起算して2年以内の医療費の申請ができます。
（5） 届出が必要なとき

　　　　加入医療保険の変更や住所，氏名，家族構成，所得状況等，届出の内容に変更があったときは，変更届を提出してください。受給券を変更する必要がある場合は，後日，新しい受給券をお送りいたします。

＊ご不明な点等ございましたら，社会福祉課までお問い合わせください。
　　　　　〈お問合せ〉　館山市健康福祉部社会福祉課　　℡ 22―3492　 
〒294-8601　館山市北条１１４５－１　
こども課内に子ども医療費の受付窓口があります。

資料：子ども医療費助成の所得による制限について

子ども医療費助成制度は，負担能力の公平性の観点から所得による制限を設けています。所得による制限の判断基準は下記の表によりますので，保護者（父母等）の所得が，この基準額以上の場合，子ども医療費の助成を受けることができません。
《所得制限限度額》
	扶養親族等の数
	所得制限限度額（万円）
	収入額の目安（万円）

	０人
	６２２．０
	８３３．3

	１人
	６６０．０
	８７５．６

	２人
	６９８．０
	９１７．８

	３人
	７３６．０
	9６０．０

	４人
	７７４．０
	１００２．１

	５人
	８１２．０
	１０４２．１


※基本的には所得額で助成対象かどうかを判断します。収入額は目安ですのでご注意ください。

（注１）所得税法に規定する老人控除対象配偶者又は老人扶養親族があるものの限度額（所得額ベース）は上記の額に，当該老人控除対象配偶者又は老人扶養親族１人につき６万円を加算した額。

（注２）扶養親族等の数が６人以上の場合の限度額（所得額ベース）は，１人につき３８万円（扶養親族等が老人控除対象配偶者又は老人扶養親族であるときは４４万円）を加算した額。
市民税所得割が課税されていない世帯は無料





平成２９年度所得・住民税証明書（※１）


証明書は，平成２９年１月１日現在，住民登録のあった市区町村役場から取り寄せてください。市区町村によっては，課税証明書と所得証明書が一体になっている場合があります。（名称・様式は市区町村により異なります。）


証明書は，次の項目が記載されているものを取り寄せてください。


・総所得額


・控除対象配偶者の有無


・扶養の人数


・所得控除額の内訳


・住民税の所得割・均等割の額


取り寄せ方法等につきましては，各市区町村役場にお問い合わせください。














